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研究成果の概要（和文）：本研究は、開始当初は我が国国際法学界でも低かった「北極国際法」の認知度を高
め、和英２冊の専門書の発刊を通じてその体系的な提示に成功し、極域研究の最高峰雑誌であるPolar Record誌
に特集号を編纂して、北極資源開発をめぐる最先端の国際法分析を行う10本の論文をまとめて公表することによ
り、我が国北極国際法研究の高い水準を世界に示すことができた。また本研究期間中ほぼ毎年、公開の国際シン
ポジウムを開催し、そこに国内外の国際法専門家のみならず、若手研究者や実務家、企業関係者を招へいして研
究を推進し、一般市民向けブリーフィングペーパーを発刊するなどして、我が国の北極国際法研究を飛躍的に進
展させた。

研究成果の概要（英文）：“Arctic International Law” has now been firmly recognized as a distinct 
and important research topic of international law in Japanese international law academia through the
 publication of two books (Japanese and English) under this project. The successful publication of a
 special issue of the world-renowned journal “Polar Record” on Arctic resource development with 10
 articles providing the state-of-the-art analysis of the topic has demonstrated the high quality of 
the academic achievement. The special issue was co-edited by the principal investigator of this 
project with an early-career scholar from Belgium. This project convened annually international 
symposia with Arctic legal and policy stakeholders providing opportunities for in-depth dialogue, 
some of those results being published as easy-to-read Briefing Paper Series.

研究分野： 国際法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「北極国際法」が単に北極域に適用される一般国際法の分析に留まらず、北極特有の解釈適用及び形成を通じ
て、独自の国際法領域を形作っていることを、「北極国際法秩序の構想」として提示できたことは、この分野の
研究が遅れていた日本の国際法学界にとって重要な意義がある。その過程で若手研究者が多く関与したことも重
要である。2019年には北極LNG開発に日本企業が参入し、そして2022年2月のロシアによるウクライナ侵略がそれ
らにどう影響を与えるかなど、社会的にも注目を浴びることが多くなった北極資源開発や北極海航路を巡るテー
マで、公開シンポジウムやウェッブ上の情報提供サイトで研究成果を披露できたことも重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

 本研究が開始された2016年当初、我が国の国際法の教科書に「北極」の用語が登場することは

まず無かった。2015年に日本が「我が国の北極政策」を発表し、北極への関与を強めようとして

いたまさにその時に、本研究は立ち上がった。「我が国の北極政策」も、北極域における法の支

配の確立と、北極に関わる国際法形成に積極的に関与することを宣明しているが、その学術的検

討、特に国際法学的な体系的な検討はほとんど行われていなかった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、そのような中で、「北極域に適用される国際規範・組織形成の急展開を『北極国際

法秩序の構想』として体系的に提示することを試み、我が国の北極国際法研究を飛躍的に進展さ

せること」を目的として開始された。 

 

３．研究の方法 

 本研究は当初、先行する欧米の学術界から専門家を招へいして国際シンポジウムや国際セミ

ナーを積極的に開催し、まず我が国における北極をめぐる国際法動向の基本的知識の集積と適

切な研究題材及びアプローチの特定を目指した。題材としては、①2015 年に発表された「我が

国の北極政策」、②2013 年に中国や韓国と同時に日本もオブザーバー資格を得た「北極評議会」、

③北極域での研究観測活動をめぐる国際法政策、そしてこれまでも若干の研究の蓄積があった

④北極海航路の利活用などを契機として、研究を進めた。研究アプローチとしては、非北極圏国

たる日本の研究チームであることを強みとして、北極域外の国やステークホールダーの利益を

増進するための北極国際法政策のあり方という視点で研究を進めた。 

 上記題材とアプローチが交錯する好例が、2015 年から本格的に北極評議会のタスクフォース

で交渉が開始されていた北極科学協力促進協定であった。本研究ではこの協定の交渉過程をつ

ぶさに追い、その国際法的課題を明らかににすることにより、非北極圏国がいかに北極国際法の

形成過程及び実施過程に関与できるかを明らかにすることとした。他の研究メンバーは、それぞ

れの専門を活かして、北極海航路への国際海洋法ないし国際海事法の適用関係、気候変動や生物

多様性などの国際環境法の北極域への適用関係、北極評議会の組織構造などにつき研究を進め

た。研究期間後半には、中央北極海無規制漁業防止協定の交渉と妥結があり、北極国際法の分析

題材に事欠くことはなかった。 

 本研究のもう一つのアプローチが、北極域に適用がある国際法を分野別の縦割りではなく、包

括的に(holistic)に分析するという手法である。これは北極域については、気候変動の影響を大き

く受けるその環境や生態系の特徴、先住民族を含む地域の社会的状況の特徴、そして先進国の中

にありながらインフラ基盤が脆弱であり天然資源のポテンシャルが大きいという経済的状況の

特徴を一体として捉える必要から生じる、北極国際法アプローチの要請である。本研究では、北

極鉱物資源開発を国際法上の「持続可能性(sustainability)」概念を通して分析するという形で、

この包括的アプローチに基づく北極国際法研究を進めた。 

 

４．研究成果 

(1) 北極科学協力促進協定の国際法的分析 

本研究の成果として特筆すべきは、2017 年に採択され 2018 年に発効した新条約、北極科学協



力促進協定に関する国際法研究において、世界をリードする研究成果を得られたことである。諸

外国の研究者に先駆けてこの協定の動向に着目し、幸運にも我が国外務省の協力を得てタスク

フォースでの交渉会合に研究代表者が参加することができたこともあり、交渉経緯の詳細分析

から妥結後の協定の解釈論、そしてその実施段階の課題の検討に至る一連の研究成果が得られ、

これらを和英両言語で発表した（５本の学術論文）。日本を含む非北極圏国及びその科学者にも

関わる規定があり、北極科学協力を促進したい我が国の研究機関にとっても重要な知見が得ら

れた。また、我が国にとって北極科学協力と言えばロシアとの協力がその中心的課題であるが、

本研究の最後の研究成果として、本協定の下でのロシアと日本の北極科学協力の実施可能性を

論じる論文が発表予定である（Alexander Sergunin & Akiho Shibata, Implementing the 2017 

Arctic Science Cooperation Agreement: Challenges and Opportunities as regards Russia 

and Japan, 14 Yearbook of Polar Law (forthcoming, 2023)）ことも重要である（ウクライナ

侵略の影響は今後の課題）。 

(2) 北極資源開発の持続可能性に関する包括的国際法分析 

北極資源開発の持続可能性を探究する 10 本の論文が、ケンブリッジ大学出版会発刊の極域研

究専門誌 Polar Record の特別号として 2020 年に掲載完結した。国際法学者、政治学者、雪氷科

学者、資源開発公社に勤める専門家の論考が含まれており、Polar Record 誌に、統一テーマの

下でこれだけ多くの日本人研究者の学際的な研究論文がまとまって公表されたのは初めてであ

る。この特別号には、北極での資源開発の実行が、国際的あるいは地域的な持続可能な開発に関

わる国際規則や制度にいかに貢献しているかを明らかにし、また、非北極圏国や北極外で活動す

るアクターらが有する外的視点からも、北極の資源開発の実行の法的側面に考察が加えられて

いる。中でも、研究代表者とベルギーからの若手研究者との共著論文は、北極に関連する国際法

規範がより包括的かつ体系的に捉えられるような理論枠組みとして、持続可能性の原理

（principle of sustainability）を提示し、北極における持続可能な鉱物資源開発を実現する

ために、持続可能性の原理が、いまだ断片的にとどまっている国際法規範を相互に関連付けて統

合・体系化する潜在的機能を有しているとともに、環境影響評価（EIA）がこの統合を円滑化す

る可能性を明らかにした。 

(3) 北極国際法秩序の体系的提示・社会還元 

 稲垣・柴田共編書『北極国際法秩序の展望』（東信堂、2018 年）は、我が国初の北極国際法を

めぐる諸課題を包括的に扱う先駆的論文集である。Akiho Shibata, et al., Emerging Legal 

Orders in the Arctic: The Role of Non-Arctic Actors (Routledge, 2019)は、非北極圏国及

びそのアクターが如何に北極国際法の秩序形成に関与しているか、その限界も含めて考察する、

世界的にも貴重な研究成果である。研究代表者が、中国、ドイツ、イタリアの若手研究者と共同

で編纂した書籍である。 

 柴田「国際法に基づく秩序づくり」、稲垣・幡谷「北極評議会」（いずれも『北極の人間と社

会』（北海道大学出版会、2020 年）所収）は、本研究の和論文としての集大成であり、この２つ

の論文を読めば、現代の北極国際法秩序を構成する実体法と組織構造の両方が、体系的に理解す

ることができる。執筆者は、研究代表者と共に研究を続けてきた若手研究者・大学院生である。 

 以上の研究成果を含め、本研究の成果を一般市民にもわかりやすく紹介したウェッブページ

や記事、ブリーフィングペーパーなどを随時公表・発表した。中でもウェッブページ「北極を知

るための国際法」は(http://kobepcrc.com/arctic_intlaw/sustainabilitydevelopment_j.html)、

視覚的にも魅力的な内容で、2022 年 3 月ウクライナ侵略直後までの北極国際法の動向の主要ポ

イントをわかりやすく解説している。 
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 ４．巻
Okochi Mika No.4

 １．著者名
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Shibata Akiho Routledge
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 オープンアクセス  国際共著
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
Shibata Akiho, Zou Leilei, Sellheim Nikolas, Scopelliti Marzia Routledge

 １．著者名
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無
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極海コード採択後の北極海の航行規制
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
柴田明穂 論文集

 １．著者名
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
「法の支配」の確保と国際協力の推進（第4章）

これからの日本の北極政策の展望 14-16

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
柴田明穂 北極域研究推進プロジェクト

（ArCS）

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
国際法に基づく秩序づくり（第9章)

『北極の人間と社会-持続的発展の可能性』田畑伸一郎, 後藤正憲編 231-260

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
柴田明穂 北海道大学出版会

 １．著者名
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 オープンアクセス  国際共著
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The Rise of Asia and Arctic Legal Order-making: Political-economic settings

Shibata et al ed., Emerging Legal Orders in the Arctic: The Role of Non-Arctic Actors 27-41

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －
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Aki Tonami Edited Book

 １．著者名
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
The Arctic Science Cooperation Agreement: A perspective from non-Arctic actors

Shibata et al ed., Emerging Legal Orders in the Arctic: The Role of Non-Arctic Actors 207-225

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 該当する
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